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要約中間連結財務諸表

資産の部
流動資産
固定資産
　有形固定資産
　無形固定資産
　投資その他の資産
資産合計
負債の部
流動負債
固定負債

純資産の部
株主資本
　資本金
　資本剰余金
　利益剰余金
　自己株式
その他の包括利益累計額
　その他有価証券評価差額金
　退職給付に係る調整累計額
純資産合計
負債純資産合計

科　　目 科　　目

営業活動によるキャッシュ･フロー
投資活動によるキャッシュ･フロー
財務活動によるキャッシュ･フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の中間期末残高

科　　目

6,654
2,403
93

1,642
666

9,058

1,873
1,961
3,835

5,073
238
168

4,667
△1

0
149

148
5,223
9,058

148
△2

△548
△402
4,725
4,322

Ⓐ総資産は、売掛金の増加があったものの、現金及び預金の減少により、前連結会計年
　度末に比べ295百万円減少。
Ⓑ負債は、役員退職慰労引当金及び未払金の減少により、前連結会計年度末に比べ591百万円減少。
Ⓒ純資産は、利益剰余金の増加により、前連結会計年度末に比べ296百万円増加。

中間連結キャッシュ・フロー計算書(要旨) （単位：百万円）

（単位：百万円）中間連結損益計算書(要旨)（単位：百万円）中間連結貸借対照表(要旨)

　Ⓐ 技術者派遣事業にて、重点的な費用投下に伴うキャリア採用数の伸長等により技術
　　者数が増加したことに加え、技術者ニーズの上昇基調を受けて稼働率が高水準で推
　　移したことにより、稼働人員が増加。企業の賃上げ傾向、技術者不足に加え、成長分
　　野・高付加価値分野への戦略的配属により、技術者単価が前期から継続的に上昇。
　　請負・受託事業にて、受注プロジェクトへの配属者数が増加し、売上高が増加。これら
　　の結果、売上高は7,075百万円。
　Ⓑ利益面においては、採用関連投資、IT・DX投資、研修設備投資等が発生したものの、売
　　上高の伸長によりこれらの費用が吸収され、各利益が増加。これらの結果、営業利益は
　　1,217百万円、経常利益は1,222百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は815百万円。

Ⓐ当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に
　比べ402百万円減少。
Ⓑ営業活動CFは、役員退職慰労引当金の減少、法人税等の支払、売上債権の増加が
　あったものの、税金等調整前中間純利益により、148百万円のプラス。
Ⓒ投資活動CFは、投資有価証券の売却による収入があったものの、無形固定資産
　の取得による支出により、2百万円のマイナス。
Ⓓ財務活動CFは、配当金の支払により、548百万円のマイナス。

ポイント❶-Ⓐ

ポイント❶-Ⓑ

ポイント❶-Ⓒ

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益

税金等調整前中間純利益
特別損失

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
親会社株主に帰属する中間純利益

12

369

815
25

7,075
4,261
2,813
1,596
1,217
 17
12

1,222

1,209

ポイント❷-Ⓐ

ポイント❷-Ⓑ

ポイント❷-Ⓑ

ポイント❷-Ⓑ

ポイント❸-Ⓑ
ポイント❸-Ⓒ
ポイント❸-Ⓓ
ポイント❸-Ⓐ

負債合計

※本文及び図表中の金額は、百万円未満を切り捨てているため、内訳の計と合計が一致
   しない場合があります。
　また、構成比(%)は、小数点第二位で四捨五入しているため、内訳の比率の合計が100.0%
　にならない場合があります。

ポイント ❷ 中間連結損益計算書

ポイント ❶ 中間連結貸借対照表

ポイント ❸ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

6,514
2,248
101
1,565
581

8,762

1,668
1,574
3,243

5,392
238
168

5,036
△51

0
127

126
5,519
8,762

2026年2月1日から
2026年7月31日まで

第64期
前連結会計年度
2026年1月31日

第65期
当中間連結会計期間

第65期
当中間連結会計期間

2026年2月1日から
2026年7月31日まで

第65期
当中間連結会計期間

2026年7月31日
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発行可能株式総数 36,000,000 株

発行済株式数 10,627,920 株

流通株式数 74,765単位　　

株主数 26,334人

代表取締役社長

常 務 取 締 役

取 締 役

取締役（常勤監査等委員） 

取締役（監査等委員）

取締役（監査等委員）

 関口　相三

 張替　朋則

 奥坂　一也

 野村　龍一郎

 寺村　泰彦

 森井　眞一郎

名　　称　　株式会社アルトナー
設　　立　　1962年 9月18日（昭和37年 9月18日）
代 表 者 　　代表取締役社長 関口　相三
株 　　式 　東京証券取引所プライム市場
　　　　　　（証券コード：2163） 
資 本 金 　　2億3,828万4,320円
本　　社　　東京／大阪
事業拠点　　横浜／大阪／宇都宮／名古屋

研修拠点（LC）　　東日本／西日本
事業内容 　  1）ソフトウェア　2）電気・電子　3）機械
 　  上記分野の基礎研究、設計開発、
　　　　　　及び開発技術等の周辺業務
従業員数 　 連結 : 1,753人／単体 : 1,599人

許可番号　　労働者派遣事業  （派27－020513）
　　　　　　有料職業紹介事業（27－ユ－020355）

グループ会社　　有限会社クリップソフト／株式会社情報技研

会社・株式情報

会社概要

役員一覧  株式の状況

※発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合

所有
株式数別の
株主分布
（％）

50,000株以上
0.04

100株未満
45.61

100,000株以上 
0.02 

100株以上
47.10

1,000株以上
3.08

500株以上
3.６２

5,000株以上
0.26

10,000株以上
0.27

500,000株以上
 0.01

金融商品
取引業者
 0.95

自己名義株式 
0.27   外国法人等

 7.23

その他法人
26.11

個人・その他
63.35

割合（％）

2,126,000

819,648

480,000

232,207

150,000

140,840

115,380

101,000

88,000

75,000

4,328,075

氏名または名称

株式会社関口興業社

アルトナー従業員持株会

大阪中小企業投資育成株式会社
BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND
（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505044
（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）

張替　朋則

奥坂　一也

上田八木短資株式会社

出雲　宏行

野村信託銀行株式会社（投信口）

計

所有株式数（株）

 大株主の状況
※

20.05

7.73

4.52

2.19

1.41

1.32

1.08

0.95

0.83

0.70

40.83

（2026 年 7月31日現在）

（2026 年 7月31日現在） （2026 年 7月31日現在）

（2026 年 7月31日現在）

所有者別の
株式分布
（％）

金融機関
2.11

 株式の分布状況（2026 年 7月31日現在）


